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 仕様書 

 

１． 入札件名 

機密書類廃棄業務（単価契約） 

 

２．目的 

  機密書類等（金具付きフラットファイル、綴じ紐、ステープラ針、クリップ等も含

まれる。）を内容物とする廃棄箱（段ボール）を引き取り回収、搬出、運搬、機密情

報を抹消処理する。 

 

３．契約期間 

  契約締結日から令和８年 10月 31 日までとする。 

 

４．履行場所 

  東京都港区愛宕二丁目 5 番 1号 愛宕グリーンヒルズ MORI タワー28階 

  独立行政法人農林漁業信用基金 

 

５．契約金額   

（１）契約単価には、本業務履行のための一切の費用が含まれるものとし、支払額は

契約単価に廃棄箱数量を乗じ、これに消費税額及び地方消費税額を加えた額とす

る。 

（２）独立行政法人農林漁業信用基金（以下「信用基金」という。）が廃棄する予定数

量は次のとおりとする。 

廃棄予定数量 243 箱 [約 4860 ㎏（約 20 ㎏／箱）]（単価契約） 

 （３）廃棄予定数量及び重量は過去の回収数量から算出したものであり、実際の廃棄

数量に伴い、異議を申し立てないこと。 

 （４）前項の消費税額および地方消費税額は、将来において消費税等の税率が変更さ

れた場合は、税率の変更の施行と同時に、税率変更後の税率に基づき、増額また

は減額されるものとする。 

 

６．廃棄箱（段ボール）の大きさ 

  廃棄箱１箱の大きさについては、原則として次のとおりとする。 

  ・内寸法 幅 455mm～465mm、奥行 315mm～325mm、高さ 280mm～295mm 

  ・段ボールは信用基金で用意を行い、箱詰めまで完了する。 
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７．回収・搬出時の留意点 

 （１）搬入車両の高さ制限は、3.05m、２t トラックショートまで。 

 （２）信用基金が所在する森ビルに事前作業届の提出を行う。 

 

８．回収等の日時 

（１）回収期間は、令和８年９月 24 日から 9月 30 日の間（担当職員と要相談）とす

る。 

（２）回収時間は、10時 00 分から 16 時 00 分（12 時 00 分から 13 時 00 分を除く。）

とする。 

 

９．実施方法等 

 （１）発注者職員立会いのもと受注者が回収、搬出、運搬、機密情報を抹消処理する。 

    なお、発注者職員立会いは、受注者の作業工程で可能な範囲で行う。 

 （２）本作業において、各建物及び設備等に損傷・破損等を与えないこととし、与え

た場合は、受注者の責任、負担において原状回復を行う。 

 （３）作業完了後、後始末及び清掃を完全に実施し、発注者担当者の確認を必ず受け

る。 

 （４）作業における、駐車場利用料金及び高速道路利用料金、車両金額等が発生する

場合は、受注者が負担する。 

 （５）廃棄箱の回収、搬出、運搬、機密情報の抹消処理に係る作業・費用は、全て受

注者が負担する。 

 

10．作業報告書  

  受注者は発注者へ、廃棄箱の運搬及び廃棄後、各実施について発注者へ作業完了報

告書として、機密情報抹消証明書を発行する。なお、廃棄する直前の写真を添付する。 

 

11.秘密の保持 

  受注者は、善良なる管理者の注意義務及び秘密保持の義務を負い、特に次の点に注

意する。 

 （１）回収した廃棄箱は、運搬途中等において散逸することのないよう、密閉性のあ

る車両（ボックス型車両又はコンテナ）を使用する等厳重に取り扱う。  

 （２）廃棄箱は、原型のまま自ら使用または第三者に譲渡しない。 

 （３）本業務において知り得た事項については、第三者に絶対に漏らさない。 

 （４）受注者は、本業務を適正かつ円滑に履行するため、施設等の管理体制に必要な

措置を講じる。 

 （５）受注者は、本業務の履行に当たり事故等が生じたときは、速やかに発注者担当
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に報告する。 

 

12.受注者の要件 

（１）独立行政法人農林漁業信用基金契約事務取扱細則第 10 条の規定に該当しない者

であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のため

に必要な同意を得ている者は、同条第 1 項中、特別な理由がある場合に該当する。

（信用基金ホームページの「契約関連情報」を参照のこと。） 

（２）見積書提出期限の日現在において令和 07・08・09 年度全省庁統一資格の「役務

の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされ、関東・甲信

越地域の競争参加資格を有する者（以下「全省庁統一資格者」という。）であるこ

と。 

（３）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続き開始の申立てがなさ

れている者又は民事再生法（平成 11年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申

立てがなされている者でないこと。 

（４）税の滞納がないこと。 

（５）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契

約の履行が確保される者であること。 

（６）受注者の担当事業所は、プライバシーマーク付与認定、JIS Q 27001 又は

ISO/IEC27001 のいずれかを取得していること。 

（７）入札説明書に示す、すべての事項を満たすことができる者であること。 

 

13.再委託・再々委託 

  受注者は、本件受託業務の一部を第三者に再委託・再々委託する場合は、事前に発

注者の承認を得る必要がある。 

 

14.その他 

  詳細及び質疑については、発注者担当部署：総務課（TEL 03-3434-7815）の指示に

よる。 

 


